宗教法人基本財産の関する手続き（取得除却の場合）

１、宗教法人法２３条及び当教会規則第　　条による申請書

　別紙の見本による形式にのっとり、ほかに資金計画等を入れることもできる。

　表記はすべて登記簿謄本のとおりに記入すること。

２、責任役員会議事録写

　責任役員会議事録写は抜粋でもかまわないが、必ず原本証明をすること。

３、総会議事録写

　総会議事録写も責任役員会と同様にする。

４、公告

　別紙見本による。教会規則により異なるので期間については規則を確認すること。また週報も規則に記載されているのであれば、週報も添付すること。

　公告確認には責任役員以外の５名（県によっては責任役員というところもあるので注意する。）

５、資金計画書

　別紙見本

６、工事契約書

　工事契約をしてから申請書を作成する。工事契約書及び見積書は明細は不要なので表紙または大体の見積額のわかるものだけでよい。

７、工事確認書

　建築業者がとるのでもらうこと。

８、添付書類

1） 土地建物登記簿謄本・除却建物登記簿謄本（原本）

2） 建物表示登記簿（建物が建築済みの場合）

3） 土地公図

4） 案内図（最寄駅または停留所から教会までの案内図）

5） 除却取得建物

配置図、平面図、立面図

９、その他

1） 売買の場合

売主または買主名

現在の所有者の登記簿謄本

　　　売買契約書

１０、借入

　　教団・教区等内部からの借り入れ以外

　銀行等一般金融業者の場合

1） 別に申請書が必要

上記申請書に一緒に申請することもできるが、別に申請することも可。なお別に申請する場合は１，２，３，４まで別に作成すること。

ほかに、

借入先、返済計画、担保提供に場合担保物権の表示が必要

